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日頃は、弊社書籍をご利用いただき、誠にありがとうございます。 

法改正に伴い、本書において下記のとおり変更が出ております。誠に恐れ入りますが、下記内容をご確

認のうえ、ご利用いただきますようお願い申し上げます。 

TAC出版 

科目 P 行等 改正前 改正後 

安衛 
第１分冊 

239 
⑴ ４行目 

定期に官報に掲載することによ

り行うものとされています。 

定期に、インターネットの利用そ

の他の適切な方法により行うも

のとされています。 

労災 

第１分冊 

361 

表中 

（４か所） 
81,290円 85,490円 

アドバイス※３ 

81,290円 85,490円 

40,600円 42,700円 

第１分冊 

405 

ページ上部の 

表中 
15,000円 16,000円 

雇用 

第２分冊 

131 

⑸タイトル ⑸教育訓練給付金の支給 ⑸教育訓練給付金の支給※３ 

側注 プラスα※３として雇用別紙１を追加してください。 

第２分冊 

175 

⑴タイトル ⑴離職理由による給付制限※４ ⑴離職理由による給付制限※４※５ 

側注 アドバイス※５として雇用別紙２を追加してください。 

徴収 

第２分冊 

215 

⑵タイトル ⑵雇用保険率 ⑵雇用保険率※１※２ 

側注 
語句※１として徴収別紙１、 

アドバイス※２として徴収別紙２を追加してください。 

第２分冊 

269 

黒板内 
各年の延滞税特例規準割合が年

7.3％に満たない場合 

各年の延滞税特例規準割合が年

7.3％に満たない場合※４ 

側注 アドバイス※４として徴収別紙３を追加してください。 

  



 

 

科目 P 行等 改正前 改正後 

労一 

第２分冊 

355 
側注 アドバイス※５の内容を労一別紙１へ差し替えてください。 

第２分冊 

361 

④雇用環境の整備及び雇用管理等に関する措置の前に 

労一別紙２を追加してください。 

第２分冊 

365 

⑷➀ 

タイトル 

①常時雇用する労働者が 100 人を

超える一般事業主 

①常時雇用する労働者が 100 人を

超える一般事業主※６ 

側注 プラスα※６として労一別紙３を追加してください。 

第２分冊 

366 

②タイトル 
②常時雇用する労働者が 100 人以

下の一般事業主 

②常時雇用する労働者が 100 人以

下の一般事業主※１ 

側注 プラスα※１として労一別紙４を追加してください。 

第２分冊 

376 

表❸の㋓ 

削除してください。 

プラスα※２ 

第２分冊 

454 
黒板内 労一別紙５へ差し替えてください。 

第２分冊 

455 

◆完全失業者数と完全失業率の推移の表、 

Ｒ５の次に労一別紙６を追加してください。 

◆令和５年平均の月間現金給与総額の表を労一別紙７へ差し替えてください。 

第２分冊 

456 
◆ILO基準の表を労一別紙８へ差し替えてください。 

第２分冊 

457 

◆変形労働時間制の表を労一別紙９へ差し替えてください。 

◆賃金の改定事情の表を労一別紙 10 へ差し替えてください。 

第２分冊 

459 

①労働組合の状況の表を労一別紙 11 へ差し替えてください。 

②パートタイム労働者の状況の表を労一別紙 12 へ差し替えてください。 

 

 

 



 

雇用別紙１（第２分冊 P131） 

プラスα※３ 

管轄公共職業安定所の長は、上記⑷②追加給付に係る教育訓練給付金の支給を決定したときは、その日の

翌日から起算して７日以内に、当該教育訓練給付金の額（専門実践教育訓練給付金にあっては全支給単位

期間分の教育訓練給付金の額）から、既に支給を受けた当該教育訓練に係る教育訓練給付金の額を減じて

得た額を基礎として、厚生労働大臣の定める方法により算定して得た額を支給するものとする（則 101条

の２,14、15）。 

 

雇用別紙２（第２分冊 P175） 

アドバイス※５ 

具体的には、①「自己の責めに帰すべき重大な理由によって解雇された場合」（重責解雇）は原則３か月間、

②「正当な理由なく自己の都合により退職した場合」（自己都合退職）は原則１か月間（当該退職日から遡

って５年間のうちに２回以上、自己都合退職した者は３か月間）、離職理由による給付制限が行われます。 

 

徴収別紙１（第２分冊 P215） 

語句※１ 

雇用保険率は、「失業等給付費等充当保険率」（失業等給付及び就職支援法事業分）、「育児休業給付費充当

保険率」（育児休業給付分）及び「二事業費充当保険率」（雇用保険二事業（就職支援法事業を除く。）分）

を合計して得た率である。 

 

徴収別紙２（第２分冊 P215） 

アドバイス※２ 

雇用保険率の変更については、法律改正のほか、法律改正によらず、厚生労働大臣が、労働政策審議会の

意見を聴いて、１年以内の期間を定めて弾力的に変更することができます。具体的には、「失業等給付費等

徴収保険率」については±1000 分の４の範囲内で上下されることができ、「育児休業給付費充当徴収保険

率」については 1000の４とすることができ、「二事業費充当徴収保険率」を最大 1000分の１の率を控除す

ることができるとされています。 

 

徴収別紙３（第２分冊 P269） 

アドバイス※４ 

令和７年の延滞税特例基準割合が 1.4％（年 7.3％に満たない）ので、＊１の具体的な割合は 2.4％となり、

＊２の具体的な割合は 8.7％となります。なお、この具体的な割合は、社会保険（健保・国年・厚年）で

も同様です。 

 

 



 

 

労一別紙１（第２分冊 P355） 

「子の看護等休暇」は、小学校３年生までの子の世話や疾病の予防等のためだけでなく、感染症による学

級閉鎖等の学校の休業や子の入園、卒園又は入学の式典等に参加するためにも取得できます。ただし、授

業参観日や運動会等に参加するためには取得できないことに注意しましょう。 

 

労一別紙２（第２分冊 P361） 

④介護に直面した旨の申出があった場合における措置（法 21条２項、則 69条の８、則 69条の９） 

 事業主※４は、労働者が当該事業主に対し、対象家族が当該労働者の介護を必要とする状況に至ったこと

を申し出たときは、当該労働者に対して、介護休業に関する制度、仕事と介護との両立に資するものとし

て厚生労働省令で定める制度又は措置（以下「介護両立支援制度等」という。）その他の厚生労働省令で定

める事項（次の①～③の事項）を知らせるとともに、介護休業申出及び介護両立支援制度等の利用に係る

申出（「介護両立支援制度等申出」という。）に係る当該労働者の意向を確認するための面談その他の厚生

労働省令で定める措置（書面の交付・電子メール送信等）を講じなければならない。 

① 介護休業に関する制度及び介護両立支援制度等 

② 介護休業申出及び介護両立支援制度等の申出先 

③ 雇用保険法に規定する介護休業給付金に関すること 

 

プラスα※４ 

事業主は、労働者が、当該労働者が 40歳に達した日の属する年度その他の介護休業に関する制度及び介護

両立支援制度等の利用について労働者の理解と関心を深めるため介護休業に関する制度、介護両立支援制

度等その他の厚生労働省令で定める事項を知らせるのに適切かつ効果的なものとして厚生労働省令で定め

る期間（①40歳に達した日の属する年度の初日から末日までの期間、又は、②40歳に達した日の翌日から

起算して１年）の始期に達したときは、当該労働者に対して、当該期間内に、当該事項を知らせなければ

ならない（法 21条３項、則 69条の 10、則 69条の 11）。 

 

労一別紙３（第２分冊 P365） 

プラスα※６ 

常時雇用する労働者の数が 100人を超える一般事業主は、一般事業主行動計画を策定し、又は変更しよう

とするときは、その雇用する労働者の育児休業等の取得の状況及び労働時間の状況を把握し、労働者の職

業生活と家庭生活との両立が図られるようにするために改善すべき事情について分析した上で、その結果

を勘案して、これを定めなければならない。この場合において、「次世代育成支援対策の実施により達成し

ようとする目標」については、その雇用する労働者の育児休業等の取得の状況及び労働時間の状況に係る

数値を用いて定量的に定めなければならない（法 12条３項）。 

 



 

労一別紙４（第２分冊 P366） 

プラスα※１ 

常時雇用する労働者の数が 100人以下の一般事業主は、一般事業主行動計画を策定し、又は変更しようと

するときは、その雇用する労働者の育児休業等の取得の状況及び労働時間の状況を把握し、労働者の職業

生活と家庭生活との両立が図られるようにするために改善すべき事情について分析した上で、その結果を

勘案して、これを定めるよう努めなければならない。この場合において、「次世代育成支援対策の実施によ

り達成しようとする目標」については、その雇用する労働者の育児休業等の取得の状況及び労働時間の状

況に係る数値を用いて定量的に定めるよう努めなければならない（法 12条６項）。 

 

労一別紙５（第２分冊 P454） 

令和６年平均の 15歳以上人口の区分 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

労一別紙６（第２分冊 P455） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ｒ６ 

176 

2.5 

15歳以上人口 

1億 995万人 

（22万人減） 

労働力人口 

6,957万人 

（32万人増） 

就業者 

6,781万人 

（34万人増） 

（２万人減） 

624万人 

 

完全失業者 

176万人 

非労働力人口 

4,031万人 

（53万人減） 

自営業主・ 

家族従事者 

（15万人減） 

雇用者 

6,123万人 

（47万人増） 

休業者 

従業員 



 

 

労一別紙７（第２分冊 P455） 

◆令和６年平均の月間現金給与総額 

 金額 前年比 

現金給与総額 

347,994円 ＋2.8％ 

きまって支給する給与 281,959円 ＋2.0％ 

所定内給与 262,325円 ＋2.1％ 

所定外給与 19,634円 増減なし 

特別に支払われた給与 66,035円 ＋6.7％ 

 

労一別紙８（第２分冊 P456） 

◆ILO基準（2022年の部門別社会保障給付費） 

社会保障給付費 数値 構成割合 伸び率 

年金 55兆 7,908億円 40.5％ 前年度比－0.04％ 

医療 48兆 7,511億円 35.4％ 前年度比＋2.8％ 

福祉その他 33兆 2,918億円 24.2％ 前年度比－6.3％ 

合計 137兆 8,337億円 （100％） 前年度比－0.7％ 

 

労一別紙９（第２分冊 P457） 

◆変形労働時間制（令和６年調査）（単位：％） 

企業規模 採用企業 １年単位 １か月単位 フレックス 

計 60.9 32.3 25.2 7.2 

1,000人以上 82.8 21.6 54.2 34.9 

300～999人 73.4 23.0 43.3 19.6 

100～299人 67.0 30.5 32.0 9.2 

30～99人 56.9 34.2 20.3 4.4 

 

労一別紙 10（第２分冊 P457） 

◆賃金の改定事情 

 令和６年 割合 

❶ 企業の業績 35.2％ 

❷ 労働力の確保・定着 14.3％ 

❸ 雇用の維持 12.8％ 

 

 



 

労一別紙 11（第２分冊 P459） 

①労働組合の状況（令和６年６月 30日現在） 

労働組合数 22,513組合 276組合減 

労働組合員数 991万２千人 ２万５千人減 

推定組織率 16.1％ 0.2ポイント低下 

 

労一別紙 12（第２分冊 P459） 

②パートタイム労働者の状況（令和６年６月 30日現在） 

労働組合員数 146万３千人 ５万３千人増 

全労働組合員数に占める割合 14.9％ 0.6ポイント上昇 

推定組織率 8.8％ 0.4ポイント上昇 

 

 

以 上 
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日頃は、弊社書籍をご利用いただき、誠にありがとうございます。 

法改正に伴い、本書において下記のとおり変更が出ております。誠に恐れ入りますが、下記内容をご確

認のうえ、ご利用いただきますようお願い申し上げます。 

TAC出版 

科目 P 行等 改正前 改正後 

雇用 

第２分冊 

４ 

下から 

１行目 
育児休業給付 育児休業等給付 

第２分冊 

29 
⑴ 表中 

表に下記を追加してください。 

➏ 出生後休業支援給付金の支給申請 

➐ 育児時短就業給付金の支給申請 
 

第２分冊 

57 

下から 

３～２行目 

雇用保険被保険者休業・所定労働

時間短縮開始時賃金証明書※３（以

下「休業・所定労働時間短縮開始

時賃金証明書」という。） 

雇用保険被保険者休業開始時賃

金月額証明書・所定労働時間短

縮開始時賃金証明書※３（以下「休

業等開始時賃金証明書」とい

う。） 

プラスα※３ 

下記の内容に差し替えてください。 

所轄公共職業安定所長は、休業等開始時賃金証明書の提出を受けたと

きは、当該休業等開始時賃金証明書に基づいて作成した雇用保険被保

険者休業開始時賃金月額証明票・所定労働時間短縮開始時賃金証明票

（以下「休業等開始時賃金証明票」という。）を当該被保険者に交付し

なければならない。 

第２分冊 

149 

⑷ ➀ 雇用別紙１へ差し替えてください。 

アドバイス※５ 削除してください。 

第２分冊 

149～150 
⑷ ② 雇用別紙２へ差し替えてください。 

 

 



 

 

科目 P 行等 改正前 改正後 

雇用 

第２分冊 

150 

下から 

３行目 
休業開始時賃金証明票 休業等開始時賃金証明票 

プラスα※１ 

３～４行目 
休業開始時賃金証明書 休業等開始時賃金証明書 

プラスα※１ 

下から 

３～２行目 

休業開始時賃金証明票 休業等開始時賃金証明票 

第２分冊 

157 
⑷ ５行目 休業開始時賃金証明票 休業等開始時賃金証明票 

第２分冊 

161 
⑶ 雇用別紙３へ差し替え、比較認識法®の公式は削除してください。 

第２分冊 

164 

４育児時短就業給付金の上に雇用別紙４を追加してください。 

⑴ ４行目 「育児時短就業」 「育児時短就業」※１ 

⑴ ５行目 支給対象月※１ 支給対象月※２ 

側注 プラスα※１として雇用別紙５を追加してください。 

側注 プラスα※１ プラスα※２ 

第２分冊 

165 

⑴ 表中 

11行目 
みなし被保険者期間※２ みなし被保険者期間※３ 

⑴ 表中 

② 
②※３ ②※４ 

側注 プラスα※２ プラスα※３ 

側注 プラスα※３ プラスα※４ 

⑵ 下から

２～１行目 

（２箇所） 

支給限度額 支給限度額（459,000円） 

第２分冊 

166 
⑶ 併給調整の上に雇用別紙６を追加してください。 

 



 

科目 P 行等 改正前 改正後 

雇用 

第２分冊 

166 
⑶ 見出し ⑶ 併給調整 ⑷ 併給調整 

第２分冊 

180 
５～７行目 

高年齢求職者給付金、就職促進給

付、教育訓練給付、高年齢雇用継

続給付（高年齢雇用継続基本給付

金及び高年齢再就職給付金）及び

雇用保険二事業（就職支援法事業

を除く。） 

高年齢求職者給付金、就職促進給

付、教育訓練給付、高年齢雇用継

続給付（高年齢雇用継続基本給付

金及び高年齢再就職給付金）、出

生後休業支援給付及び育児時短

就業給付並びに雇用保険二事業

（就職支援法事業を除く。） 

第２分冊 

181 

雇用保険率の

表の下 
雇用別紙７を追加してください。 

徴収 

第２分冊 

215 

雇用保険率の

表の下 
徴収別紙１を追加してください。 

第２分冊 

268 

下から 

７行目 
延滞税特例基準割合 

延滞税特例基準割合（令和７年

は 0.4％） 

第２分冊 

270 

雇用保険料の

負担の 

表の下 

徴収別紙２を追加してください。 

アドバイス※１ 

下から 

５～３行目 

「1000分の５」（弾力条項適用時

は、1000分の４） 
「1000分の４」 

 

 

  



 

 

雇用別紙１（第２分冊 P149） 

①休業等開始時賃金証明書の提出（則 14条の２,１項） 

事業主は、次表の区分に応じ、休業等開始時賃金証明書を所轄公共職業安定所の長に提出しなけれ

ばなりません。 

提出事由 提出期限 

介護休業を開始した場合 介護休業給付金支給申請書を提出する日まで 

育児休業（同一の子について２回以上の当該休業

をした場合にあっては、初回の休業）を開始した

場合 

次のいずれかを提出する日まで 

・育児休業給付受給資格確認票・（初回）育児休業

給付金／出生後休業支援給付金支給申請書 

・育児休業給付受給資格確認票・出生時育児休業

給付金／出生後休業支援給付金支給申請書 

育児時短就業（同一の子について２回以上の育児

時短就業をした場合にあっては、初回の育児時短

就業)を開始した場合（原則） 

育児時短就業給付受給資格確認票・（初回）育児時

短就業給付金支給申請書を提出する日まで 

 

 

雇用別紙２（第２分冊 P149～150） 

②休業等開始時賃金証明票の交付（則 14条の２,３項） 

 所轄公共職業安定所長は、休業等開始時賃金証明書の提出を受けたときは、当該休業等開始時賃金

証明書に基づいて作成した休業等開始時賃金証明票を当該被保険者に交付しなければなりません。こ

の交付は事業主を通じて行うこともできます※１。 

 

 

雇用別紙３（第２分冊 P161） 

⑶ 支給申請手続（則 101条の 33,１項） 

 被保険者※２は、次の➊～➌に掲げる日の翌日から起算して２箇月を経過する日の属する月の末日までに、

育児休業給付受給資格確認票・出生時育児休業給付金支給申請書に前記フレーム９３ ⑷ ②の休業等開始

時賃金証明票を添えて、原則として、事業主を経由して所轄公共職業安定所の長に提出しなければなりま

せん※３。 

➊ 
下記➋➌以外の場合は、当該出生時育児休業給付金の支給に係る子の出生の日（出産予定日前に当該

子が出生した場合にあっては、当該出産予定日）から起算して８週間を経過する日 

➋ 同一の子について 出生時育児休業を２回取得した場合は、当該２回目の休業を終了した日 

➌ 
同一の子について 出生時育児休業を開始した日から当該休業を終了した日までの日数を合算して得

た日数が 28 日に達した場合は、当該達した日 



 

雇用別紙４（第２分冊 P164） 

⑶ 支給申請手続（則 101条の 42） 

被保険者は、育児休業給付金又は出生時育児休業給付金の支給申請と併せて行う場合※１には、それぞれ

の提出期限までに、育児休業給付受給資格確認票・出生後休業支援給付金支給申請書を、原則として、事

業主を経由して所轄公共職業安定所の長に提出しなければなりません。 

 

プラス※１ 

育児休業給付金又は出生時育児休業給付金の支給申請手続終了後に、出生後休業支援給付金の支給を受け

ることができるに至った場合には、被保険者は、出生後休業支援給付金の支給を受けることができるに至

った日の翌日から起算して 10日以内に、出生後休業支援給付金支給申請書を、事業主を経由して所轄公共

職業安定所の長に提出しなければならない（則 101条の 42,２項）。 

 

 

雇用別紙５（第２分冊 P164） 

プラスα※１ 

育児時短就業給付金が支給されるためには、厚生労働省令で定める就業の要件を満たしている必要が

あり、当該要件として、被保険者の申出に基づき事業主が講じた１週間の所定労働時間を短縮する措

置である就業をした場合等が定められている（則 101条の 43）。 

 

 

雇用別紙６（第２分冊 P166） 

⑶ 支給申請手続（則 101 条の 48） 

 被保険者は、初めて育児時短就業給付金の支給を受けようとするときは、支給対象月の初日から起

算して４箇月以内に、育児時短就業給付受給資格確認票・（初回）育児時短就業給付金支給申請書に

前記フレーム９３ ⑷ ②の休業等開始時賃金証明票を添えて、原則として、事業主を経由して所轄

公共職業安定所の長に提出しなければなりません。 

 

 

  



 

 

雇用別紙７（第２分冊 P181） 

【令和７年度 雇用保険率】 

事業の種類 雇用保険率 

失業等給付及び

就職支援法事業

分 

育児休業給付分 

雇用保険二事業

（就職支援法事

業を除く。） 

一般の事業 1000分の14.5 1000分の７ 1000分の４ 1000分の3.5 

農林水産業 

清酒製造業 
1000分の16.5 1000分の９ 1000分の４ 1000分の3.5 

建設業 1000分の17.5 1000分の９ 1000分の４ 1000分の4.5 

 

 

徴収別紙１（第２分冊 P215） 

【令和７年度 雇用保険率】 

事業の種類 雇用保険率 

一般の事業 1000分の 14.5 

農林水産業・清酒製造業 1000分の 16.5 

建設業 1000分の 17.5 

 

  



 

徴収別紙２（第２分冊 P270） 

【令和７年度】 

 雇用保険率 事業主負担 被保険者負担 

一般の事業 

1000分の14.5 1000分の９ 1000分の5.5 

(失業等給付分＊１ 

1000分の７) 
(1000分の3.5) (1000分の3.5) 

(育児休業給付分＊２ 

1000分の４)＊１ 
(1000分の２) (1000分の２) 

(二事業分＊３ 

1000分の3.5) 
（1000分の3.5) － 

農林水産・ 

清酒製造等

の事業 

1000分の16.5 1000分の10 1000分の6.5 

(失業等給付分＊１ 

1000分の９) 
(1000分の4.5) (1000分の4.5) 

(育児休業給付分＊２ 

1000分の４)＊１ 
(1000分の２) (1000分の２) 

(二事業分＊３ 

1000分の3.5) 
(1000分の3.5) － 

建設等の 

事業 

1000分の17.5 1000分の11 1000分の6.5 

(失業等給付分＊１ 

1000分の９) 
(1000分の4.5) (1000分の4.5) 

(育児休業給付分＊２ 

1000分の４)＊１ 
(1000分の２) (1000分の２) 

(二事業分＊３ 

1000分の4.5) 
(1000分の4.5) － 

 

 

以 上 


